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研究要旨：（背景）肝炎対策基本指針の見直しにおいて、肝硬変又は肝がんへの移行

者を減らすことが目標と設定された。現在、肝炎政策スキームの各ステップ（受検、

受診、受療、治療後フォロー）において、各実施主体の達成数値目標が統一されてお

らず、事業と肝炎医療の向上を推進するための改善策を提示しにくい状況である。肝

硬変への移行者の減少を政策目標に設定する場合、慢性肝疾患の病状変化を把握す

る指標が必要であるが、現在使用されている線維化判別式（FIB-4 等）の妥当性評価

や新規指標の探索が必要である。 
（目的）本研究班では、先行研究班（指標班）で作成、調査を開始した各事業指標を

継続運用する。具体的には、①肝炎政策に係る各事業、医療実施主体別に事業実施、

医療提供の程度と質を評価する指標の有用性を、自治体、拠点病院、厚生労働省、肝

炎情報センターの 4 者で評価・検証し、総合的な肝炎政策の推進に向けた具体的な取

り組みの提言を行う。また職域検査指標作成に関して検討を行う。②ウイルス肝炎

検査に関する全国調査（国民調査）を実施し、これまでの国民調査と比較することで、

ウイルス肝炎検査に対する国民意識の変化、肝炎施策の認知度の向上等を明らかに

する。③臨床的肝硬変移行率を推計する指標、方策を確立し、疫学的病態推移と比較

することで有効性・妥当性を評価する。④一般国民に対する波及力の高い肝炎啓発

方法の確立を目指して新規エディテインメント資材を開発する。 
（方法）①令和 3 年度は、拠点病院、専門医療機関を対象に肝炎医療指標（拠点病

院向け 29、専門医療機関/向け 16）、病診連携指標（6）を、都道府県を対象に自治体

事業指標（19）を、拠点病院対象に拠点病院事業指標（21）を調査・解析した。②
非認識受検を規定する要因を明らかにするために、全国 20,000 人を対象に 2020 国

民調査を実施した。③肝硬変移行率指標研究：マルコフモデルによる肝病態、FIB-
4/APRI による推移解析を行った。④ライフジャーニーを追体験する啓発資材「肝炎

すごろく」を制作した。 
（結果）①拠点病院、専門医療機関においては、均てん化された肝炎医療が提供され

ていた。自治体事業指標に関しては肝炎医療コーディネーターの配置は拠点病院、専

門医療機関、保健所ではほぼ完了しており、自治体担当部署でも進んでいることが明

らかになった。拠点病院事業指標では対面での実施が中心であった啓発活動、研修事

業において COVID-19 の影響により実施回数が減少した。職域健診での肝炎ウイル

ス陽性者は、再勧奨することで組合健保では 40%、協会けんぽでは 60%受診してい

た。②国民調査 2020 における認識受検率は、HBV 17.1%、HCV 15.4%で前回より
も低い値であった。検査認識受検率は HBV 71.1%、HCV 59.8%で前回からほぼ変化

なしであった。③C 型慢性肝疾患におけるマルコフモデルによる推移解析では、肝

炎治療により、肝線維化進行、肝病態進行、肝発癌が抑制されることが示され、慢性

肝炎＞代償性肝硬変＞非代償性肝硬変の順に治療による肝線維化抑制へのインパク
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トがあることが示唆された。④肝炎すごろくを通じて「肝臓を健康に保つために必

要な生活習慣・行動」、「肝炎ウイルス検査受検・受診・受療の必要性」、「肝炎医療コ

ーディネーターの役割の認知」などの必要学習項目の習得が可能なことが示された。 
（考察）肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の調査と評価を行った。指標の継続調

査によって、肝炎医療の均てん化や肝炎政策事業の進展が評価できることが示唆さ

れた。今後は肝疾患専門医療機関を対象にした全国調査が必要である。国民調査 2020
によって、非認識受検率や地域別の未受検理由など課題も明らかになった。APRI/FIB-
4 による肝線維化病態推移の評価は、C型肝炎（特に無治療例）では有用性が示唆さ

れたが B 型肝炎では困難であった。マルコフモデルの解析によって早期の治療介入

が必要であることが示された。「肝炎すごろく」による啓発効果の検証が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C. 研究目的 

 2016 年、肝炎対策基本指針の見直し

が行われた。同指針では、肝炎ウイルス検

査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受

療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院

等（以下、拠点病院）による適切かつ良質

な肝炎医療の提供というスキームの中で、

肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし上記

スキームの実施現状調査によると、受検

率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアッ

プ、肝炎医療コーディネーターの養成と

適正配置など、十分ではない課題が指摘

されている。 

 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門

医に受診した患者が、そのまま専門医療

機関、拠点病院へ紹介されず経過観察さ

れている事例も多い。各自治体において

病診連携を推進し、適切で良質な医療が

提供できる体制を構築する必要がある。

また肝臓専門医の偏在、医療機関での診

療格差、自治体間で医療体制格差も存在

しており、「良質な肝炎診療」を評価する

指標も必要である。肝炎政策の達成目標

を肝硬変への移行者の減少に設定する場

合、複数年の病状変化を再現性良く診断

する指標が必要であるが、現在臨床で使

用されている線維化指標（FIB-4 など）の

妥当性の評価や新規指標の探索なども必

要である。 

 本研究班では、肝硬変、肝がんへの移行

者の減少に資することを目指し、先行研究

班（指標班）で作成した各事業、医療実施

主体別に事業実施、医療提供の程度と質を

評価する指標を継続調査する。指標の妥当

性、有用性を、自治体、拠点病院、厚生労

働省、肝炎情報センターと外部委員（患者

団体等含む）で検証し、総合的な肝炎政策

の推進に向けた具体的な取り組みの提言

を行う。 

研究分担者： 

是永匡紹・国立国際医療研究センタ

ー・室長 

田中純子・広島大学・教授 

金子 俊・武蔵野赤十字病院・医員 

大座紀子・国立国際医療研究センタ

ー・客員研究員 

島上哲朗・金沢大学医学部附属病院・

特任教授 

瀬戸山博子・熊本大学・助教 

西井正造・横浜市立大学・助教 

研究協力者： 

黒崎雅之・武蔵野赤十字病院・副院長 
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D. 研究方法 

研究班の年度別計画の概要を示す。 

 

 

肝炎医療指標、事業評価指標の運用： 

令和 3 年度拠点病院向け肝炎医療指標

（29 指標）、専門医療機関向け肝炎医療指

標（16 指標）、拠点病院事業（21 指標）、

診療連携指標（6 指標）を調査・評価した。 

調査方法は下記の通りである。 

・拠点病院向け肝炎医療指標：肝疾患診療

連携拠点病院（以下、拠点病院、全国 71

施設）を対象に実施 

令和 3 年 9月 1日〜12月 31日に受診し

た肝疾患患者について診察医の診療方針

を調査した。対象となる診察医は主な診

療担当医より各施設で選定することとし

た（令和元年度と同様の方針）。 

（肝炎医療指標一覧） 

 
・診療連携指標の策定と検討、評価 

令和元年度に作成した紹介率、逆紹介率、

診療連携に関わる 6 指標について拠点病

院、専門医療機関を対象に調査した。令和

3 年 9月-12月に受診した肝疾患患者につ

いて診察医の診療連携の現状を調査した。

対象となる診察医は主な診療担当医より

各施設で選定することとした。また各施

設の ICT システムの配備・利用状況の調

査を併せて実施した。 

（診療連携指標一覧） 

 

 

・肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標： 

基本方針：(1)専門医療機関の条件を自治

体が把握するために使用可能なものとす

る、(2)拠点病院向け肝炎医療指標の項目

のうち基本的なものを反映する、(3)病診

R2年度 R3年度 R4年度

指標運⽤評価委員会
肝炎対策推進室, 肝臓専⾨医, ⾃治体事業担当者, 患者団体代表, 有識者等

• 肝疾患診療連携拠点病院向け指標（継続調査・運⽤）
• 肝疾患専⾨医療機関向け（全都道府県で拡⼤調査・運⽤）

肝炎医療指標
含）病診連携

指標

⾃治体事業
指標

拠点病院事業
指標 指標

運⽤
効果
の

評価

肝
炎
総
合
政
策
へ
の
提
⾔

ウイルス肝炎検査
意識調査（国⺠調
査）・追加調査

先⾏研究班（指標班）
（H29~R1年度）

肝炎総合対策の拡充への新たなアプローチに関する研究班（R2~R4年度）

肝硬変移⾏率指標
開発の臨床研究

• ⾃治体事業指標（継続調査・運⽤）
- 職域・妊婦健診での陽性者フォロー指標（新規）
- 専⾨医療機関認定要件指標（継続）全都道府県
- 独⾃の⾃治体事業指標との併⽤運⽤法の提案

• 肝疾患診療連携拠点病院事業指標（継続調査・運⽤）
- 相談⽀援システムデータの解析・運⽤

• 国⺠調査2020実施と解析（認識・
⾮認識受検規定要因の深堀り）

• 国⺠調査2020追加
調査実施と解析（⾮
認識解消の検証）

• 肝線維化進展評価指標の開発（B型肝炎で有効な指標）
• FIB-4, APRIの有⽤性の検証（C型肝炎無治療例）

- コホート拡⼤, Markovモデルでの検証

肝炎啓発エデュテイ
ンメント資材の開発

と効果検証

• 啓発資材の開発
• 啓発資材を⽤いた現場（出前講座, 出張型検診, 

肝炎授業等）での実践とアンケート調査
• 啓発効果検証⽅法の開発

啓発資材の試作
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連携指標を含める、(4)肝がん・重度肝硬変

治療研究促進事業の指定医療機関認定の

有無も含めて調査する、(5)肝炎医療コー

ディネーターの有無も含めて調査する、調

査方針：(1)全国各ブロックから10の自治

体を選定、(2)各自治体あたり5施設への調

査依頼を想定。計50施設をめど。施設選定

は各自治体に一任する、(3)振り返り調査

とする（2021年4月～9月の実績調査）、

(4)医事課担当者が記入可能な内容にする、

(5)レセプト病名ベースでの判断とする。 

複数の自治体にパイロット調査実施： 

令和 3 年度もコロナ禍における作業負担

を鑑み、前年度と同様の自治体に作業依

頼することとした。2021 年 10 月 26日に

肝炎対策推進室より前年度同様の10の自

治体に作業依頼が発出された。全国 8 ブ

ロックから 1～2 つの自治体を選定した。

作業期間は約 2 か月 

 

・自治体事業指標：全都道府県を対象とし

て、肝炎対策推進室が毎年 6 月-9 月に実

施している自治体事業調査結果から、自

治体事業指標該当項目を抽出し評価した。

計 19 指標を以下のデータソースを用い

て算出した。 

� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生

労働省 健康局 がん･疾病対策課 肝

炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数

（特定感染症検査等事業）：「特定感

染症検査等事業実績報告」（厚生労働

省 健康局 がん･疾病対策課 肝炎対

策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数

（健康増進事業）：「地域保健・健康増

進事業報告 （健康増進編）」（政府統

計） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度

肝炎医療費支払状況等調」（厚生労働

省健康局がん・疾病対策課肝炎対策

推進室調べ） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度

肝炎医療費支払状況等調」（厚生労働

省健康局がん・疾病対策課肝炎対策

推進室調べ） 

� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服

政策研究事業「肝炎ウイルス感染状

況の把握及び肝炎ウイルス排除への

方策に資する疫学研究」（研究代表者 

田中純子）令和 2 年度報告書 

� 各年度都道府県別人口：「人口推計」

（政府統計） 

� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研

究センターがん情報サービス「がん

登録・統計」（全国がん登録） 

� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研

究センターがん情報サービス「がん

登録・統計」（人口動態統計） 

� 各年度市町村数：e-stat 

 

・拠点病院事業指標：令和 3 年度は令和

2 年度実績について拠点病院（全 71施設）

を対象として実施。肝炎情報センターが

実施する令和 3 年度拠点病院現状調査と

併せて、令和 2 年度実績について令和 3

年 6月-7月に調査した。 

 

・職域ウイルス肝炎検査実施状況調査： 

「新たな手法を用いた肝炎ウイルス検査

受検率・陽性者受診率の向上に資する研

究（是永班）」と連携し、職域肝炎ウイル
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ス検査の受検率、陽性率、受診確認率等に

ついて解析を行った。 

 

ウイルス肝炎検査受検状況等把握調査

（2020 年度版国民調査）： 
20～85 歳までの日本人 20,000 人を対象

とした調査を実施した。郵送による調査

票配布及び回収を行った。対象者選定に

あたり、各都道府県別の受検率を見込み

受検率 50%、絶対精度 10%、回収率 30%

で算出可能なように設定し、全国から 250

自治体（各自治体対象 80 人）を抽出した。

対象者選定にあたり、対象者数 20,000 人

の設定は、各都道府県別の見込み受検率

50%、絶対精度 10%、回収率 30%で算出

した。選挙人名簿から層化二段階無作為

抽出法により 250 自治体、各自治体対象

80 人（計 20,000 人）を抽出した。 

調査期間は令和 3 年 3月 3日（水）～令

和 3 年 3月 31日（水）、白票等の無効票

を除いた有効回収数は 8,810 件（回収率

44.1％）であった。 

調査項目は、採血結果の受け取りの有無、

要精密検査となった場合の行動、かかり

つけ医について、ウイルス性肝炎の認知、

肝炎ウイルス検査の受検経験、受検した

ことを覚えている理由、陽性者の受信状

況、未受検の理由と今後の意向、献血・妊

娠・出産・手術経験の有無、肝炎対策・受

検勧奨取り組みの認知状況、および QOL

調査で用いられる EQ-5D-3L の質問項目

について調査した。認識受検を「肝炎ウイ

ルス検査を受検したと回答し、なおかつ

受けた種類を覚えているもの」と定義し

た。また、非認識受検を「肝炎ウイルス検

査を受けたことがない、またはわからな

いと回答し、かつ大きな外科手術（HBV 

1982 年以降/HCV 1993 年以降）・妊娠

（HBV1986 年以降/HCV 1993 年以降）・

献血（HBV1973根に港/HCV 1990年以降）

により検査を受けていると考えられるも

の」と定義した。なお、（認識受検+非認識

受検）を併せた受検率を、【検査受検経験

率】と記載する。 

 

 

 

肝硬変移行率評価指標の開発と運用：マ

ルコフモデルによる解析 
C 型慢性肝疾患、B 型慢性肝疾患と診断

され、2012 年 1月～2021 年 5月に観察

された 1420 例、1370 例のうち、他の肝

炎ウイルス共感染、肝疾患、観察時に肝癌

を有する症例を除外し、1 年以上の観察期

間をもつ 619 例、869 例それぞれを対象

13

肝炎ウイルス検査「非認識受検」の定義肝炎ウイルス検査「非認識受検」の定義

非認識受検 HBV非認識受検 HBV
問3   肝炎ウイルス検査を受けたことがあるか にて、

にて、

非認識受検 HCV非認識受検 HCV

かつ、

と回答したものor3. 受けた
ことがない 4. 分からない

問2   (1)大きな外科手術 (2)妊娠・出産 (3)献血の経験があるか
ୢ௜ষನ ਫ਼ਪऋ଑োऔोञৎ਋ శੳ௙ਭਫ਼঻

धघॊৎ਋

��� পऌऩ
ਗఐু୒ ����ফ�া ৳૫ి৷ ����ফਰఋ

प৽ୡ
�����཯႔

লਓ
����ফ�া ཯എ+%Vಿ
ਉਫ਼ਪपবಛଓஃ৫઩

����ফਰఋ
प৽ୡ

��� ൴ഷ
����ফ�া ൴ഷपৌघ
ॊ५ॡজشॽথॢਫ਼ਪ
଑ো

����ফਰఋ
प৽ୡ

ୢ௜ষನ ਫ਼ਪऋ଑োऔोञৎ਋ శੳ௙ਭਫ਼঻
धघॊৎ਋

��� পऌऩ
ਗఐু୒ ����ফ�া ৳૫ి৷ ����ফਰ

ఋप৽ୡ
�����཯႔

লਓ ����ফ�া ৳૫ి৷ ����ফਰ
ఋप৽ୡ

��� ൴ഷ
����ফ��া ൴ഷपৌ
घॊ५ॡজشॽথॢਫ਼
ਪ଑ো

����ফਰ
ఋप৽ୡ

��+؞��+৸ব৹ਪ఺ल+��୯ਸ৹ਪभ໪ਏ+؞��+��৸ব৹ਪ఺ल+��୯ਸ৹ਪभ໪ਏ

਴ਛ��ফ২ຩ༇ਭਫ਼૾யৰଙཔ඼৹ਪقবড়৹ਪك
৹ਪ௠भ৅ଛਯ؞ ������ූ
৹ਪ௠भ৚ઽਯ؞ ك�����قූ������
৹ਪৌ଴঻भྴল্১؞

��ୃऊै��ୃभযभরदؚ৘؞ય૽ਚृ঴૽ৃभവੰ॑੭थકড়੦ম઎໩ऊै৸ব
द���৉ਡपउःथಽ৲੸஺૮੿ನྴল১पेॉྴলखञ������য॑ৌ଴धखञ؛

਴ਛ��ফ২ຩ༇ਭਫ਼૾யৰଙཔ඼৹ਪقবড়৹ਪك
৹ਪ௠॑৅ଛਯ؞ ������ූ
৹ਪ௠॑৚ઽਯ؞ ك�����قූ������
৹ਪৌ଴঻भྴল্১؞

��ୃऊै��ୃभযभরदؚ৘؞ય૽ਚृ঴૽ৃभവੰ॑੭थ৭଱য੡໠ृકড়੦ম
઎໩ऊै৸বद���৉ਡपउःथಽ৲੸૮੿ನྴল১पेॉྴলखञ������য॑ৌ
଴धखञ؛

਴ਛ��ফ২ຩ༇ਭਫ਼૾யಉৰଙཔ඼৹ਪق୯ਸ৹ਪك
ஒ஌ؚగুؚ⑞ଗؚઋఱਆؚલਆؚপଚؚઁਣؚఎ၊ؚଯவؚിম؟৹ਪৌ଴੃੊ਿ਩؞
৅ଛखञ৹ਪ௠؞ ������ූ
৚ઽखञ৹ਪ௠؞ �����ූ�������
৹ਪৌ଴भྴল্১؞

৹ਪৌ଴৘঴पક೜घॊ��ୃऊै��ୃभযभরदؚঽ੘৬पവੰ॑੭थ৭଱য੡໠
ऊै૮੿ನपྴলखञ������য॑ৌ଴पखञ

令和2年度肝炎ウイルス検査受検状況等実態把握調査（国⺠調査）
・調査票の発送数 20,000枚
・調査対象の抽出⽅法

20歳から79歳の⼈の中で、各⾃治体に了解を得て選挙⼈名簿及び住⺠
基本台帳から全国で250地点、無作為に抽出した20,000⼈を対象

肝炎ウイルス検査受検状況調査の経緯

疫学班（⽥中純⼦先⽣）・指標班/拡充班の共同研究
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平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）
肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳) 2017年
平成29年度肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）

肝炎ウイルス検査受検率 (20-79歳) 2017年

性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年性別認識・非認識別にみた肝炎ウイルス検査受検率（参考） 2011年
HBV N = 23,720
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47.8 

全体 N=23,720
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HCV N = 23,720
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HBV N = 7,954
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42.9 

39.2 
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全体 N=7,785
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HCV N = 7,785

20.1 

15.2 

24.0 

50.9 

48.8 

52.6 

29.0 

36.0 

23.3 

全体 N=7,954

男性 N=3,536

女性 N=4,416

認識受検 非認識受検 受検していない

受検率71.0% 受検率61.6% 
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疫学班（⽥中純⼦先⽣）・拡充班の共同研究

R2年度調査の⽬的 – 認識・⾮認識受検の要因
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に検討を行った。肝病態については慢性

肝炎、代償性肝硬変、非代償性肝硬変、肝

癌とし、FIB-4 の低値/高値の Cut Off とし

ては肝硬変診断に基づく既報(Itakura, et 

al. 2021)の 3.61 を用いた。期間別に

Markov person-Year Unit を集計し、病態

間の推移確率を算出した。 

 

肝炎啓発エデュテインメント資材の開発 
肝疾患は、自覚症状が出るまでに時間が

かかる疾患であることから、その予防・

対策を「自分ゴト化」することが極めて

困難であることが課題となっている。ラ

イフジャーニーを短時間で追体験でき、

今の行動が、後々にどのような影響を及

ぼすのかを一望できる仕組みとして、

「人生ゲーム」のようなすごろく型のボ

ードゲームが最適であると考えた。ゲー

ムの主題を「肝臓の健康を守ること」と

設定し、肝臓の健康を脅かす多様なイベ

ント（肝炎ウイルス感染リスクや脂肪肝

につながる生活習慣等）を網羅的にプレ

イヤーとして追体験できるよう構造化

し、肝炎ウイルス検査を受けることがゲ

ームを優勢に進める上で有効となるよう

に制作した。更にクイズマスを設けるこ

とで、必要情報の網羅性の担保やプレイ

ヤーの年齢層毎に最適化された仕組みの

導入を試みた。 

 

E. 研究結果 

肝炎医療指標、自治体事業指標、拠点病院

事業指標の評価 
肝炎医療指標 
拠点病院を対象とした本調査における回

収率は 88.7%（63施設）で前回調査と同

等であった。ブロック別および全国の平

均調査値を表３に示す。 

 

 

 
重要指標 17 項目のうち全国平均が目標

値（0.8）に満たない指標は、C型慢性肝

炎の抗ウイルス治療における SVR 評価基

準（肝炎-18）（指標値平均 0.78）、上部消

化管内視鏡検査の定期実施肝硬変患者に
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おける定期内視鏡（肝硬変-1）（指標値平

均 0.67）に関する指標であった。過去の

調査において低い指標値を示していた

DAA 再治療例に対する RAS 検査の実施

（肝炎-9）については目標値を達成する

ことができた（指標値平均 0.90）。内視鏡

に関する指標について検査の必要性およ

び検査を実施しない理由について調査し

た。検査が必要である:53施設、必要だが

必須ではない 10 施設と必要性を認識し

ている施設が増加していた。実施しない

理由としてはつい忘れてしまう（21施設）、

他院で実施した（22 施設）が多かった。 

コロナ前と比較して、肝炎医療指標は

34.5%（10 指標）がコロナ期において指標

値が低下していた（図 4参照）。そのうち

20%以上の低下を示したものは 3.4%（１

指標）であった。また重要指標のうち、C
型慢性肝炎の抗ウイルス治療における

SVR 評価基準、上部消化管内視鏡検査の

定期実施に関する指標は重要指標の目標

値に達しておらず、かつコロナ前より低

下していた。 

 

 
 

診療連携指標の策定と検討、評価 

本調査における回収率は 88.7%（63施設）

であった。 

拠点病院において HBV、HCV 肝炎、肝硬

変患者に占める他院からの紹介患者率の

平均は 46.4%であった。紹介元への逆紹

介率は 71.3%であるのに対し、通院患者
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の「かかりつけ医」との診療連携率の平均

は 27.5%と有意に低かった。診療経過報

告について、「紹介元宛」と「かかりつけ

医宛」別にみると、「必ず行う」が紹介元

宛てでは 42.2%であるのに対し、かかり

つけ医宛てでは 14.1%であった。拠点病院

で ICT システムを利用している施設は

29.6%であり、肝疾患診療に積極的に利用

している施設はさらにその 3 割弱に留ま

っていた。 

 

専門医療機関向け肝炎医療指標 

対象自治体：10 

回答を得られた自治体 10/10(100%) 

回答を得られた専門医療機関 51/50(10

2%) 

 

 

（結果のまとめ） 

• 非常に高い回答率を得られた 

• 88％が肝がん・重度肝硬変治療研究促

進事業の指定医療機関である 

• 専門医療機関で抗ウイルス治療を実

施している実態が確認された。 

• 60％の施設で肝炎ウイルス検査陽性

者の消化器・肝臓専門医への紹介シス
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テムがあった 

• 前年度よりもシステムあり「はい」が

増加していた  

• 専門医療機関とかかりつけ医との連

携が確認された。一方で、拠点病院と

の連携は少なかった 

 
自治体事業指標（19 指標） 

３年分の指標の推移と最終年度の指標間

の相関を評価した。健康増進事業と特定

感染症検査等事業による肝炎ウイルス検

査受検率は有意な変化を認めなかった。

肝炎治療費助成受給率は、B 型肝炎患者

では増加したが、C 型肝炎患者では減少

した。肝がん罹患率と死亡率は共に有意

に低下した。初回精密検査費用助成受給

率に変化は認めなかったが、定期検査費

用助成受給率は有意に増加した。自治体

による肝炎ウイルス検査用者のフォロー

アップ率は有意に低下した。全ての都道

府県が、肝炎対策に関しての計画を策定

し、そのうち約 9 割の都道府県で具体的

な数値目標が策定されていた。さらに肝

炎医療コーディネーター数は、拠点病院、

専門医療機関、市町村、保健所いずれにお

いても有意に増加した。さらに最終年度

のデータを用いて、肝がん粗死亡率と、各

指標の相関を解析した。その結果、肝がん

粗死亡率は、特定感染症検査等事業によ

る肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗・年

齢調整罹患率、定期検査医療費助成制度

受給率、累積・新規肝炎医療コーディネー

ター養成数と有意な正の相関を、インタ

ーフェロン製剤治療助成制度受給率と有

意な負の相関を示した。 

（自治体検診 4 成人人口 10 万人あたりの肝

がん粗罹患率（左）、年齢調整罹患率（右）） 

 

（自治体検診 5 成人人口 10 万人あたりの肝

がん粗死亡率（左）、年齢調死亡率（右）） 

 

（自治体フォローアップ 2 フォローアップ事

業実施市町村の割合） 

 

（自治体フォローアップ 3 成人 10 万人あた

り定期検査費用助成制度受給率） 
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（自治体施策 3 成人 10 万にあたりの肝炎医

療コーディネーター養成人数（累積）） 

 

令和 2 年度（粗罹患率に関しては令和 1 年

度）のデータを用いて、肝がん粗死亡率と、

以下の各指標の相関を解析した。 

 

 

 

拠点病院事業指標（20 指標） 

本調査における回収率は 100%（71施設）

で、拠点病院事業指標（21 指標）におい

ては調査実施が困難な指標項目を認めな

かった。ブロック別および全国の平均調

査値を表 5 に示す。 

 

 

 

 
コロナ前と比較して、拠点病院事業指標

は 61.9%（13 指標）がコロナ期において

指標値が低下していた。そのうち 20%以上

指標 相関係数'( )値

検診-'肝炎0123検査実施市町村率 ;<=<> <=?@A

検診B'CDE抗原検査受検率I健康増進事業分Q ;<=<? <=RSR

検診A'CDE抗原検査受検率T特定感染症検査等事業分[ <=A? <=<-?

検診S'肝\]粗罹患率 <=>@ a<=<<-

検診S'肝\]年齢調整罹患率 <=RR a<=<<-

検診?'肝\]年齢調整死亡率 <=>h a<=<<-

検診h'核酸klmn製剤治療費助成受給率 <=-h <=BR

検診R'1wxyz{mwz|y製剤治療費助成受給率 ;<=S- <=<<S

z}myk~�-I初回精密検査助成受給率Q <=-R <=BSA

z}myk~�BIz}myk~�実施市町村率Q ;<=-h <=BRh

z}myk~�AI定期検査費用助成受給率Q <=Ah <=<-S

施策A'累積肝炎医療äyãåçyxy養成数 <=S <=<<h

施策S'新規肝炎医療äyãåçyxy養成数 <=A@ <=<<R

施策h'肝炎医療äyãåçyxy充足率I拠点病院Q <=<R <=h?R

施策R'肝炎医療äyãåçyxy充足率I専門医療機関Q <=-B <=SB

施策>'肝炎医療äyãåçyxy充足率I保健所Q <=<> <=?@S

施策@'肝炎医療äyãåçyxy充足率I市町村Q <=<@B <=?A@
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の低下を示したものは 42.9%（9指標）で

あった。また患者、家族向け講座、研修事

業、市民公開講座に関する指標の中で実

施回数や自治体との連携に関する指標に

低下を認めた。その一方で、一回あたりの

参加人数に関する指標は上昇していた。

主に啓発活動や研修事業においてウィ

ズ・コロナにおける事業のあり方につい

て検討を要すると考えられた。また本事

業指標は取り組みの活動量を示すアウト

プット指標が主であることから今後事業

の進捗状況の測定が不十分となる可能性

が示唆される結果であり、個別事業の直

接的な効果である「アウトカム指標」指標

導入を検討することとした。 

 

・職域ウイルス肝炎検査実施状況調査 
約1000万人の職場健診が施行される121

健診機関が所属する全衛連より肝炎ウイ

ルス検査のアンケートによる受検率調査

を行ったところ、組合健保約 4～9%、協

会けんぽは約 3%であった。 

受検率を提供してくれた 84施設中 62施

設（73％）から陽性率を解析したところ

HBV、HCV ともに約 0.3%で自治体健診

より低率であった。 

HCV陽性率は自治体実施主体の肝炎ウイ

ルス検診より低率であったが、60歳代よ

り 50 歳代の陽性率が高いことが明らか

となり、職域検査促進の必要性が推察さ

れた(下図)。またレセプト用いることで

2017～2018 年の HCV陽性者の受診行動

を解析、約 60%が医療機関を受診するこ

と、受診者の約 30%がインターフェロン

フリー治療を受けていること、肝がん症

例存在し外科的手術を受けていることを

確認した。 

 
 

ウイルス肝炎検査受検に関する国民調

査・追跡調査実施 
白票等の無効票を除いた有効回収数は

8,810件（回収率 44.1％）であった。回答

者の背景は、回答者全体では男性 40%

（2017 年度 37％）、女性 48%（同 46%）、

男女比は 1:1.22（同 1:1.23）であり、前回

2017 年度調査とほぼ同様であった。 
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（調査結果のまとめ） 
  認識受検率については、H23 年度調

査および H29 年度調査と同様の対象

年齢（20歳〜79歳）とした場合、2020
年度調査では、B型肝炎ウイルス検査

認識受検率は 17.1%（2011 年: 17.6%、

2017 年: 20.1%）、C型肝炎ウイルス

検査認識受検率は 15.4%（2011 年

17.6%、2017 年 18.7％）であり、こ

れまでの調査よりもやや低値となっ

ていた。 
  一方、非認識受検を含めた検査受検

経験率についても、B型肝炎ウイルス

検査受検経験率 71.1％（2011 年

57.4%、2017 年 71.0%）、C型肝炎ウ

イルス検査受検経験率 59.8%（2011
年 48.0%、2017 年 61.6％）となり、

前回 2017 年度調査とほぼ同じ値と

なった。 
  健康診断で要精密検査となった場合

の行動として、対象者全体では、高い

ほうから、かかりつけ医を受診

（47.7%）、検診を実施した医療機関

に問い合わせる（32.2%）、家族友人

に相談（31.9%）、インターネットで

情報収集（23.5%）であった。年齢階

級別にみると、20 歳代や 30 歳代で

は家族友人に相談、インターネット

で情報収集が高いのに対し、50 歳代

以降はかかりつけ医を受診、検診を

受診した機関に問い合わせるであり、

年代によりその後の対応に違いがあ

ることが明らかになった。 
  肝炎ウイルス検査を受検して、その

結果が陽性であると回答した 152 人

のうち、医療機関を受診したものは

129 人（89%）であり、最初にかかり

つけ医を受診したものは 67 人（医療

機関受診者のうち 52%）であった。

最初にかかりつけ医を受診した67人

のうち、かかりつけ医から肝臓専門

医の紹介があったものは31人（47%）、

かかりつけ医が肝臓専門医であった

ものは 18 人（27%）であった。 

  認識受検率の低下は、検査を受検し

ても受検そのことを忘れている受検

者が多いことを意味している。また、

肝炎ウイルス検査が陽性であったも

のについても、医療機関の受診・受療

に至っていない可能性があることが

示唆された。 
 
肝硬変移行率指標研究 

マルコフモデルによる解析： 
C型慢性肝疾患において、観察開始時、肝

硬変は 42例(6.8%)、Fib-4高値は 208例

（33.6%）であった。 

マルコフモデルにて 40 歳慢性肝炎を起

点とした場合の 40 年病態推移は全 Unit

では慢性肝炎 28.5%、代償性肝硬変

7.32％、非代償性肝硬変 3.95％、肝癌

60.22％であった。C型肝炎治療ありなし

で分けると治療なし Unit では慢性肝炎

23.56%、代償性肝硬変 3.35％、非代償性

肝硬変 3.53％、肝癌 69.56％、治療あり

Unitでは慢性肝炎 43.88%、代償性肝硬変

8.64％、非代償性肝硬変 3.32％、肝癌

44.17％であった。 

40歳Fib-4低値を起点とした場合の40年

Fib-4 高値への推移については全 Unit で

は高値 35.69%、肝炎治療なし Unit では

66.27%、治療あり Unitでは 18.90%であ

った。 

さらに 40歳慢性肝炎かつ FIB-4低値を起

点とした場合の 40 年推移の検討では治

療なし Unit では慢性肝炎/低値 10.83%、

慢性肝炎/高値 10.86%、代償性肝硬変/低

値 0.35%、代償性肝硬変/高値 2.64%、非

代償性肝硬変/低値 0％、非代償性肝硬変/

高値 3.21％、肝癌 72.11％であったのに対

し、治療ありＵnit では慢性肝炎 /低値 

47.83%、慢性肝炎/高値 9.21%、代償性肝
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硬変 /低値 6.69%、代償性肝硬変 /高値

1.32%、非代償性肝硬変/低値 0.70％、非

代償性肝硬変/高値 0.99％、肝癌 33.27％

であった。 

 

 

一方、B型慢性肝疾患では観察開始時、肝

炎治療なしUnitでは肝硬変は5例(1.0%)、

Fib-4高値は 84例（16.0%）、肝炎治療あ

り Unit では肝硬変は 21 例(5.2%)、Fib-4

高値は 113例（27.8%）であり、治療あり

Unit に肝硬変、高値群が有意に多く含ま

れている背景であったため、治療介入の

背景の差を示す結果となり正確な評価が

困難であった。 

 

「肝炎すごろく」の開発 
開発したすごろくの主な特長は以下の通

りである。 

 

ウイルス性肝炎（B型、C型）、アルコー

ル性脂肪肝、非アルコール性脂肪肝の対

策を網羅的に扱った 

  その場ではコストと感じる医療やヘ

ルスケアに取り組む行為が、ゲーム

の終盤で効果を発揮するような仕組

みを導入した（肝炎ウイルス検査の

受検の有無がゲームの勝利を大きく

左右する等） 

  肝炎医療コーディネーターの存在の

周知と役割を知ってもらう機会とし

た。 

  主に 10 代、20 代などの「肝炎」を自

分ゴト化しにくい若年層への波及を

意識した。日本では義務教育年代で

の「性教育（特に性交）」への一定の

「はどめ」があることから、すごろく

の盤面のマスには「性交渉による感

染」に関する項目は省き「全年代対応」

とし、「クイズマス」（クイズカードを

引くマス）を設けることで、そこで年

代に応じた設問（性に関するテーマ）

を設ける仕組みを考案した。 

本すごろくを任意の協力者にプレイし

てもらったところ、狙い通りに「肝臓の健

康を守る」ための適切な選択を繰り返す

ことでゲームを優位に進めることができ

ることが確認された。そのことにより、本

すごろくプレイを通じて、「肝臓を健康に

保つために必要な行動」、「肝炎ウイルス

受検の必要性」、「肝炎医療コーディネー

ターの役割の認知」などの必要学習項目

の習得が可能なことが示唆された。 
 
F. 考察 
先行研究班（指標班）で作成した指標を令

和3年度に継続調査し、結果を解析した。

指標結果を各施設、都道府県の担当者で
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共有し、課題を明らかにすることで、医

療・事業改善の契機となることが期待さ

れる。 

各事業主体別指標の効果的な運用には継

続調査が必要であるが、調査に伴う作業

負担は小さくないため、簡略化した医療

指標の作成、他の事業調査への組み込み

など、指標運用の工夫も必要である。 

令和 3 年度は肝疾患専門医療機関を対象

とした簡易版肝炎医療指標調査を 10 都

府県対象に実施し、100％の回答率を得た。

今後、全国 3,000 以上存在する専門医療

機関に水平展開するためには、設問内容、

調査依頼方法、結果回収方法の更なる検

討が必要である。 

2020国民調査結果に関しては今後更に解

析を進めて受検行動、非認識受検を規定

する要因を明らかにする予定である。 

肝硬変移行率評価指標に関しては、C 型

慢性肝疾患におけるマルコフモデルによ

る肝病態、FIB-4 による推移解析では肝炎

治療により、肝線維化進行、肝病態進行、

肝発癌が抑制されることが示された。さ

らに肝病態および FIB-４を組み合わせた

検討では慢性肝炎＞代償性肝硬変＞非代

償性肝硬変の順に治療による肝線維化抑

制へのインパクトがあることが示唆され

た。 

 

G. 結論 

肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の

調査と評価を行った。指標の有効性、妥当

性、継続可能性から検討を行い、拠点病院

向け肝炎医療（29 指標）、専門医療機関向

け肝炎医療指標（16 指標）、診療連携指標

（６指標）、自治体事業（19 指標）、拠点

病院事業（20 指標）に整理し調査した。 

職域でのウイルス肝炎検査受検率、陽性

率に関する調査を実施した。 

ウイルス肝炎受検に関する国民の意識、

受検行動、非認識受検に関与する要因を

明らかにするために国民調査を実施・解

析した。 

ウイルス肝炎の病態推移をマルコフモデ

ルで解析した。 

「肝炎すごろく」を制作し、肝炎医療コー

ディネーター在籍拠点病院に配布した。

次年度は啓発効果検証を実施する予定で

ある。 

 
H. 健康危険情報 
無 
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